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ニュージーランド社会保障の概要と課題















   Social Security has long been an important part of New Zealand society and a significant 
political issue. Although Social Security in New Zealand is mostly funded through general 
taxation, the New Zealand Government has twice introduced welfare reforms since the 2000s. In 
the second stage of welfare reforms in 2013, the Unemployment Benefit was renamed ‘Jobseeker 
Support’, and incorporated those on the Sickness Benefit and Domestic Purposes Benefits -women 
alone, and those on the Domestic Purposes Benefit who are solo parents and from the Widow’s 
Benefit where the youngest child is aged 14 or over. As a result, child poverty rates and suicide 
rates increased. On other hand, General Practitioners offer free check-ups to under -13 year- olds 
under New Zealand Government policy which kicked off 1 July 2015. The Japanese Government 
should refer to the New Zealand welfare system to draw ideas from when it considers reforms.
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出典： New Zealand Electoral Commission New Zealand Electoral Commission Report on the 2014 
General Election（http://www.election.org.nz　最終閲覧日2015年８月１日）より筆者作成。























課税収入 58,134 71,773 65,824 69,912 73,348 76,848
その他国家収入 5,172 5,296 5,138 4,826 4,790 4,909
政府サービス収入 16,713 17,080 17,091 17,593 18,107 18,764
投資所得 2,939 3,588 3,672 3,982 4,636 5,132
その他 3,697 3,867 3,842 4,055 4,110 4,085






社会保障 26,268 27,510 28,125 28,967 30,062 31,279
旧政府老齢年金 286 283 409 436 464 493
保健・医療 13,856 14,433 14,741 14,668 14,616 14,598
教育 13,366 13,180 13,571 13,774 13,833 13,909
一般行政サービス 3,960 4,201 4,462 4,549 4,414 4,331
司法・警察 3,670 3,804 3,750 3,788 3,764 3,767
防衛 1,766 1,983 1,936 1,975 1,950 1,947
運輸・通信 9,052 9,036 9,427 9,558 6,992 9,965
経済・産業 8,375 8,098 7,538 8,066 8,348 8,797
一次業務 1,579 1,892 1,759 1,757 1,733 1,582
文化遺産・余暇 2,351 2,532 2,348 2,431 2,470 2,523
住宅・地域開発 989 1,057 1,141 1,180 1,187 1,220
金融費用 4,358 4,516 4,763 5,054 5,543 5,708
その他 528 1,662 1,345 3,014 4,496 6,044
歳出合計 91,007 93,497 94,855 98,732 102,212 105,803
注： 2015年度以降の財政諸表は、ニュージーランド財務省の推計。ニュージーランドの会計年度は、７月１日から翌年
６月30日まで。

















MSDは2001年11月、それまでの社会政策省（Ministry of Social Policy）と雇用・所得庁







社会開発省（Ministry of Social Development）
雇用と所得局
（WI: Work and Income）
子ども、若者、
家族局





（ODI: Office for 
Disability Issues）
シニア・サービス局
（OSC: Office for 
Senior Citizens）
出典：ニュージーランド社会開発省（https://www.msd.govt.nz　最終閲覧日2015年８月１日）より筆者作成。

























（Jobseeker Support） 25歳以上未婚者 210.13NZドル
若年親給付
（Young Parent Payment） 1人親・子ども1人世帯 350.20NZドル
若年者給付
（Youth Payment） 無職の16〜17歳 175.10NZドル
１人親支援
（Solo Parent Support） 300.98NZドル
居住支援給付
（Supported Living Payment） 18歳以上、子ども無し 262.64NZドル
障害（児・者）手当






















生団体連合（New Zealand Union of Student’  Associations）のデビッドソン議長は、「2013年に政
府は、ローン返済不履行に対しては犯罪者として逮捕するとしたが、このような方針は、学生ロー
























問題閣僚委員会（Ministerial Committee on Disability Issues）を発足させ、ニュージーランド障







24歳未満（親元で生活）最大 140.08 NZドル 156.51 NZドル
24歳未満（親元外で生活）最大 175.10 NZドル 195.64 NZドル
自活学生 175.10 NZドル 195.64 NZドル
24歳以上（親元で生活） 168.09 NZドル 187.81 NZドル
24歳以上（親元外で生活） 210.13 NZドル 234.78 NZドル
就労しているパートナーがいる学生
学生と就労しているパートナー（親元で生活）  75.92 NZドル  84.83 NZドル
学生と就労しているパートナー（親元外で生活） 113.08 NZドル 126.35 NZドル
扶養する子どもはいないが、パートナーがいる学生
学生と要扶養パートナー 350.20 NZドル 401.64 NZドル
２人とも手当の対象学生（各人） 175.10 NZドル 195.64 NZドル
２人とも学生で、１人が手当の対象 210.13 NZドル 234.78 NZドル
扶養する子どものいる単身の学生
扶養する子どもが１人以上いる単身の学生 300.98 NZドル 341.98 NZドル
扶養する子どものいるカップル
１人以上の子を持ち、２人とも学生で、１人が手当の対象 300.98 NZドル 341.98 NZドル
１人以上の子を持ち、２人とも手当の対象学生（各人） 175.10 NZドル 195.64 NZドル

















Wagner, Minister for Disability Issues）は、「根本的な改革の重要な成果の一つは、障害者を代表
する各種障害者団体（DPOs: Disabled People’s Organizations）と政府が共同で障害者問題に取り
組んだことです。それは、『新障害者行動計画2014〜2018年』［ODI（2014a）］が、政府とDPOs
によって共同で策定されたことで実証されました。まさにこの計画は、障害者の権利条約（CRPD: 
The Convention on the Right of Persons with Disabilities）４条２項に則り、障害者政策および障
害者サービスの提供に関する決定には障害者自身が加わるべき、との規定を具現化したものです」
［ODI（2014b）］とした。
しかし、障害７団体（障害者連合ニュージーランド［DPA: Disabled Persons Assembly NZ Inc.］、
ニュージーランド視覚障害者協会［Association of Blind Citizens of New Zealand］、精神障害者
ニュージーランド［Balance New Zealand］、聴覚障害ニュージーランド協会［Deaf Aotearoa NZ 
Inc.］、聴覚視覚重複障害ニュージーランド協会［Deafblind NZ Inc.］、マオリ障害者サービス協会
















































Help）の２種類である。施設ケアは、介護施設ケア（Rest Home Care）、継続ケア（Continuing 
Care、病院）、認知症ケア（Dementia Care、施設および病院）、専門病院ケア（Specialized 









2001年保健・障害サービス法（Health and Disability Services Act 2001）及び2001年保健・障害

























高齢者は、DHBsあるいは地域保健局ニーズ評価サービス調整局（NASC: DHB Needs 



















所得保障 2010年６月 2014年６月 2015年６月 2010年６月〜2015年６月の変化
求職者支援（JS） 146,385人 121,131人 118,072人 −3,059人 −2.5%
１人親支援（SPS） 88,110人 74,027人 69,240人 −14,787人 −6.5%
居住支援給付（SLP） 92,012人 93,257人 93,959人 720人 0.8%
若年親給付・若年者給付
（YP・YPP） 1,442人 1,147人 1,110人 −37人 −3.2%
そ　の　他 4,975人 4,024人 2,968人 −1,056人 −26.2%
所得保障等受給者数 332,924人 293,586人 285,349人 −8,237人 −2.8%
生産年齢人口に占める











国民党政権は、2013年７月から第２期福祉改革（Second stage of welfare reforms）を実施し、
３つの新しい給付カテゴリーを導入した。①失業手当を廃止し、積極的に求職活動をする者に
対して利用可能な職業紹介、訓練給付を行う求職者支援（Jobseeker Support）に変更、②家事

















クランド工科大学（Auckland University of Technology）のマイケル・フレッチャー上級講師
（Michel Fletcher, senior lecturer）は、「オーストラリアは、ニュージーランドの福祉改革を急い
2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
GDP（％） −0.3 1.5 2.2 2.2 2.5
消費者物価指数（％） 2.0 4.5 1.6 0.9 1.5
失業率（％） 6.6 6.6 6.9 6.3 6.1
財政収支 100万NZドル −63 −184 −92 −44 −29
出典：外務省（http://www.mofa.go.jp 最終閲覧日2015年８月14日）より筆者作成。

























設立された研究機関エブリ・チャイルド・カウンツ（ECC: Every Child Counts）は、2011年８月
相対的貧困率 子どもの貧困率
順位 国名 割合 順位 国名 割合
1 チェコ 5.8 1 デンマーク 3.7
2 デンマーク 6.0 2 フィンランド 3.9
3 アイスランド 6.4 3 ノルウェー 5.1
4 ハンガリー 6.8 4 アイスランド 7.1
5 ルクセンブルク 7.2 5 オーストリア 8.2
6 フィンランド 7.3 5 スウェーデン 8.2
7 ノルウェー 7.5 7 チェコ 9.0
7 オランダ 7.5 8 ドイツ 9.1
9 スロヴァキア 7.8 9 スロベニア 9.4
10 フランス 7.9 9 ハンガリー 9.4
11 オーストリア 8.1 9 韓国 9.4
12 ドイツ 8.8 12 イギリス 9.8
13 アイルランド 9.0 12 スイス 9.8
14 スウェーデン 9.1 14 オランダ 9.9
15 スロベニア 9.2 15 アイルランド 10.2
16 スイス 9.5 16 フランス 11.0
17 ベルギー 9.7 17 ルクセンブルク 11.4
18 イギリス 9.9 18 スロヴァキア 12.1
19 ニュージーランド 10.3 19 エストニア 12.4
20 ポーランド 11.0 20 ベルギー 12.8
21 ポルトガル 11.4 21 ニュージーランド 13.3
22 エストニア 11.7 22 ポーランド 13.6
23 カナダ 11.9 23 カナダ 14.9
24 イタリア 13.0 24 オーストラリア 15.1
25 ギリシャ 14.3 25 日本 15.7
26 オーストラリア 14.5 26 ポルトガル 16.2
27 韓国 14.9 27 ギリシャ 17.7
28 スペイン 15.4 28 イタリア 17.8
29 日本 16.0 29 スペイン 20.5
30 アメリカ 17.4 30 アメリカ 21.2
31 チリ 18.0 31 チリ 23.9
32 トルコ 19.3 32 メキシコ 24.5
33 メキシコ 20.4 33 トルコ 27.5
34 イスラエル 20.9 34 イスラエル 28.5
OECD平均 11.3 OECD平均 13.3
注： ハンガリー、アイルランド、日本、ニュージーランド、スイス、トルコの数値は2009年、チリの数値は2011年。
出典： OECD（2014）Family Database   Child Poverty（http://www.oecd.org/social/familty/database 最終閲覧日2015年
８月10日）より筆者作成。






























し、2014年７月からは全ての小学校に加え中等・高等学校［Intermediate School, Middle School, 
Junior High School（以上、日本の中学校に相当）、High School, Senior High School（以上、日本
の高校に相当）、College（日本の中高一貫校に相当）］にも朝食配布を拡大した。2013年以降ニュー
ジーランド政府は、キックスタート・ブレックファーストに毎年約190万NZドルを助成している















出典：OECD (2010), Social and Welfare Statistics, Child Well-being OECD. August 2010.
図１は、ニュージーランドの若者の自殺率が飛び抜けて高いことを示している。2011年８月17
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図２　ニュージーランドの年齢別自殺率（人口10万人当り人数）1921〜2005年
































結果はとても手厳しいものだし、政府に最善の対策を求めるものだ」［The New Zealand Herald
（2013.9.3）］としつつも、「自殺は複雑な問題であり、政府がすべての解決策を持っているわけで

















ンド・ヘラルド紙は、「ニュージーランド、抗うつ薬服用が倍に」［The New Zealand Herald
（2011.10.11）］と題して、抗うつ薬が安易に処方されているのではないかとの報道をした。「ニュー
ジーランドでは過去６年間で、抗うつ薬常用者が倍増しており、過剰処方だ」［The New Zealand 
Herald（2011.10.11）］と、ワイカト大学医学部の精神医学准教授ディビット・メンケス（Associate 
Professor of Psychiatry at the Waikato Clinical School, David Menkes）は述べ、さらに「軽度の
うつ患者への適切な治療法は、認知行動療法あるいは心理社会的介入が効果的だという研究も存
在する。認知行動療法は、現在ソーシャル・ワーカーの治療法においては頻繁に用いられている

















MOHのトップページは、2015年７月１日からGPs診療が「13歳未満が無料に（Zero fees for 
under-13s）」なったことを大きく伝えている［MOH（2015d）］。












ニュージーランドの保健サービスは、一般医療サービス（GMS: General Medical Services）と、
























ジョナサン・コールマン保健大臣（Health Minister Jonathan Coleman）は、首都ウエリントン
のカロリ・メディカル・センター（Karori Medical Centre in Wellington）で「本日3,000万NZド
ルを要する計画を始動した。GPsの同意は予想を超える率である。この取り組みに関しては、成
功だと良い意味で驚いている」［The New Zealand Herald（2015.7.1）］と記者団に語った。











述が見られる。“Briefly, the proposal is to introduce for all citizens adequate pensions without means test by stages 
over a transition period of twenty years, … in adopting a transition period for pensions as of right, … the Plan for Social 
Security in Britain follows the precedent of New Zealand”paragraph 16, Social Insurance and Allied Services, Cmd6404。
（2） Veterans’ Affairs. http://www.veteransaffairs.mil.nzを参照のこと。
（3） Fonterra社は、現在16,000人の社員を擁し、同社製品は100カ国以上に輸出され、年間20億NZドル以上の売り上げ





























13歳未満 31.11NZドルの補助 無 無 無
注：
１.  CSC=Community Services Card（地域サービス・カード）：前年の所得が一定以下の世帯に交付され、様々な公共サー
ビスが無料か低額で受給できる。1年毎の更新。
２.  HUHC=High Use Health Card（高頻度受診保健カード）：直近の12カ月（年度をまたいでも良い）に12回以上家庭医
に掛かった場合、次の月から申請により交付される。所得制限は無い。カードは１年間有効。
３.  PSC=Prescription Subsidy Card（薬剤処方補助カード）：当該年度（前年の２月１日から、次年１月31日まで）に、家
族を含めて20回以上薬剤を処方されると、21回目から申請により交付される。カードはその年度の１月31日まで有効。
４.  他にSGC=Super Gold Card（スーパー・ゴールド・カード）があるが、CSCの所得要件を満たす年金生活者、及び退
役軍人で軍人年金生活者に交付される。給付等はCSCと同一であるが、家族は対象としない。









（7） MHCは、2012年７月の独立行政法人改革法（The Crown Entities Reform Act 2012）施行により健康・障害委員
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